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おわりに
はじめに
本稿は，自治体の総合計画策定における参加制度と議会密検討しようとす
るものである。まず，自治体における参加制度，議会と民主主義のあり方
に関する近年の一般的な状況を簡単にみる。その上で，行政評価のような
NPM手法や選挙におけるマニアェストとの関係で総合計罷の位置付けが変
容していること，総合計画とともに自治基本条例が自治体における重要政策
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となり，類似の参加制度の活用が少なくないことを?みていく。次に，総合計
画策定の市民参加に関して，一根的状況を概観し， f云統的な手法に修正が加
えられるとともに，新しい市民参加の形態も登場してきている状況を検討す
る。特に，鎌倉市における総合計調やその後の自治基本条例案策定における
市民参加については，関係者にヒアリングをさせていただいたので，鎌倉市
における事例を参照しつつ，公募に基づく多人数参加の参加制度を中心に，
討議民主主義に基づく参加制度との比較検討を行う。最後に，総合計画策定
に関する議会のかかわり方の変化を扱う。自治体において議会改革が進行
し，総合計画への関心も高め，議会による総合計画の統制が強化されている
状況をみていく。
自治体における参加制度，議会と民主主義
1 参加制度と議会
(1)参加制度
まず，自治体における参加制度については，近年伝統的な手法に改革が加
えられ，また，新しい手法が採用されてきていることに注目する必要があ
る九例えば，わが患での伝統的な手法である意見書提出手続は，意見提出
をする住民から行政への一方通行の仕組みから，情報提供な前提としつつ，
提出意見についての対応も公表したパブリック・コメントへと修正がなされ
てきている。また， もう一つの伝統的な手法である諮問機関活用に関しで
も，非公開で、恋意的な人選が疑われる運営方式から，会議や資料・議事録を
公開し，委員公募を行う運営方式へと修正が加えられてきている。もっと
も，これらの改革も主として透明性を確保し，説明責任を果たすためのもの
であり引諮問機関への委員公募もかなり限定的なものにとどまっている。
さらに，伝統的な手法である公聴会については，ほとんど改善がみられない
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ように思われる。それに類似したものとも考えられるタクン・ミーティング
や意見聴取会といったものは，政策決定にかかわる政治家が参加するといっ
た点で、の新しさにとどまっている。そして，これらの手法は，わが閣にとっ
ては新しいものであるとしても，国際的には，それほど新しい手法と位置付
けることはできないと考えられる。
他方で，従来の参加制度の修正とは異なる，新しい参加制度も登場してき
ており，参加制度の類型の相違を意識して整理してみることにする3)。例え
ば，先にみたパブリック・コメントは， I意見聴取」型の参加制度と言うこと
ができる。これに対して， I直接民主主義j型の例として住民投票をあげる
ことができる。わが屈でも，住民投票が実施され，幾つかの自治体では，広
範な対象に活用可能ないわゆる常設型の住民投票条例が制定されている。ま
た，討議民主主義に基づく「討議J型の参加制度がある 4)。 ドイツの計画細
胞会議や英米の市民陪審がその例であり，計画縮胞会議をそデノレにしたわが
国における無作為抽出裂の市民討議会のような参加制度も登場してきてい
る。わが閣の自治体において活用例があり，原発・エネルギ一政策にかか
わって 2012年に国レベルでも活用された討議型(討論君主)世論調査もこの類
型の参加制度である 5)。その他にも，イギリスの地域戦略パートナーシップ
理事会への参加がその例である「協働」型の参加制度がある6)。もっとも，
わが国においては，公私協働が盛んに強調されるが，ここでの類型のような
「協働j型の参加制度の例をあげることは容易ではないように思われる。
(2)議会
議会に関しでも，近年従来とは異なり，議会活動の積極イむを目指した議会
改革が多くの自治体において進行中である。この議会改革の中心として，議
会基本条例の制定があるi)0 I自治体議会改革フォーラム」の謂査によれば，
2012年末までに 371条例が制定済み(都道府県 24条例，政令市8条例，特別区 0
条例，市 215条例，町村 124条例)である 8)。
次に，議会基本条例の主な内容を確認しておく。議員定数・議員報酬の出
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減を:'~U にすると，大きし議員と首長との聞の開題として，一問一答制や首
長等の反間(逆質問)権の導入，議員相互の開題として，議員関の自由討
議，市民参加として，地方自治法に規定された参考人・公聴会の活用，請願
陳情における市民の提案説明，また，議会報告会，意見交換会等といったも
のがあげられる。その他，情報公開や議会の説明責任などが規定される。議
会基本条例の意図は，議員と首長の賠においては，一括した質潤に対して一
括の回答がなされることがー殻的であることから，必ずしも争点や説明が明
確ではないことをケ解決しようとしたものであり，議会の合意形成を図ろうと
した場合には，必要となる議員聞の自由討議を行うことにし，最後に， ~極々
の議員とそれを支持する市民との議論はあっても，議会への市民参加はほと
んどなされていなかったことを見産そうとするものである。議会の役割を行
政監視に置こうが，あるいは政策形成，具体的には条例制定に置こうが，そ
れを効果的に行うためには，議会基本条例のような内容が必要である9)。
2 民主主義と二元代表制
(1 ) 参加制度・議会と民主主義
参加制度・議会と民主主義の関係にかかわって， I民主主義憲法学jを目
指す本教授の議論に触れておく 10)。本教授は，民主政(実態としての政治のあ
り方)含めぐって様々なコミュニケーションが交わされる場営「政治的公共
闘」ととらえた上で，国会・内閣といった統治機構内部のそれを「制度的公
共圏」と呼び，市民社会内部のそれを「非制度的公共麗Jと名付けて，その
両者の連結如何を考察することにより，民主政をより民主主義的なものにす
る憲法理論を構築することをケ自的として民主政の f複合型モデノレJとして，
制度的フ。ロセスと非制度的プロセスを組み合わせた民主政論を「複合型モデ
ノレJと呼び， I制度的民主主義」が「非制度的公共圏」における熟議を通じ
た意思形成に支えられなければならないことを述べる。
問題は，議会基本条例の制定などにより f制度的公共臨Jの民主化を閣る
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こととは別に， r制度的公共闘j と「非制度的公共闘jにおける熟議(討議)
の関係をどのように考えるかである 11)0 r非制度的公共瞳」を「制度的公共
圏jから意図的に切り離すことによって，自由な熟議(討議)を確保するこ
とも考えられる。他方で，制度的公共圏を非制度的公共閣における熟議(討
議)につなげることも考えられる。参加制度，特に討議民主主義に基づく参
加制度が目指すのは，このようなものと位置付けられる。もちろん，非制度
的公共闘における熟議(討議)を参加制度のような制度的なものを通して媒
介できるか，それが望ましいかは問題になり得る。そこで，討議民主主義に
基づく参加制度も媒介の一つにすぎないものとして，斑に述べたように複数
の参加制度が王子在することを認めつつ，それら参加制度だけではない多様な
ノレートを認めることによって応えることになろう。本教授が言う f利害反映
民主主義Jもこのような/レートのーっとして積極的に承認される。
(2) 二元代表制と参加制度
わが国の自治体では，首長と議会議員がいずれも公選であるといういわゆ
るこ元代表制が採用されている。二元代表制という用語自体が， 1970年代
に，首長が革新勢力で，議会ではそれをケ支持する議員が少数にとどまったい
わゆる革新自治体において，首長が市民参加を?強調したことを?正統化するた
めのものであったが，国における参加制度を考慮すると，首長が公選である
か否かにかかわらず，行政への市民参加は重要であると考えられる 12)。
また，行政への市民参加を?より強化した場合であっても，議会改革などに
より議会自身も市民参加を強化しており，首長と議会が互いに非制度的公共
盟における熟議(討議)を活かしつつ対抗あるいは競争することになる。非
制度的公共圏における熟議(詑議)自体が相互に対抗あるいは競争している
場合に，首長と議会との聞で、議論が交わされることは積極的に評価できる。
二元代表制や，討議民主主義に基づく参加制度，審議会への参加やパブ
リック・コメント等の複数の市民参加制度が存在すると考えた場合，その回
路の制度設計(複数の参加制度を並列的に行うか，直列的に行うかといったこと)も
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関心事になっている 13)。
3 自治体の総合計画と自治基本条例
(1 ) 自治体の総合計画と近年における重要性の高まり
1) 基本構想、・基本計画・実施計画
自治体における計画として，従来，基本構想・基本計闘・実施計画といっ
た分類がなされてきた14)。ここで，総合計画という場合，前二つの計画で
ある基本構想・基本計画をさしている。
今井教授は，行政計闘を市民[がJ統制するのではなく，市民「をj統制す
る権力的なものであったとして，権力的な計画に対するこれまでの対処法と
して，二つのものをあげる。総花的・抽象的な美文が典型的であるが， I強
い規範力をもたない計画にする，すなわち『絵Jを描くこと(だけ)にとど
めて自制する」ものと，審議会による協議やそれを隠れ蓑にした宮僚機構に
よる計商が典型的である「最も適正な計画を策定するためと称して，誰か専
門能力に長けた少人数の超越的な存在が全体を僻轍して立案する」ものであ
る15)。従来の総合計画もこのような対処法によるものと言えるように思わ
れ，いずれにしても，市民参加を求める必要性は低かったと考えられる。
2) 行政評価とマニプェスト
しかし，総合計画の変容が語られることが増えている。一つは， NPM手
法の行政改革と行政評価の影響である 16)。すなわち，総合計画を自治体が
実施しようとする政策の体系であると考え， NPM手法の行政改革， とりわ
け行政評価によって，事務事業ばかりではなし政策の見直しが進められて
きている。行政評価の結果，目指すべき政策が修正されると，それに応じて
総合計画も修正されることになり，行政評価と総合計画との結び付きが議論
されるようになったわけである。
もう一つは，選挙におけるマニアェストとの関係である 17)。政策の見誼
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しが，行政評価ではなく，選挙によって行われることは従来からあるが，近
年では選挙において候補者が実施しようとする政策をマニアェストに掲げる
ことから，当選後には，マニアェストに掲げた政策の実施のために，それを
基本計画の中に組み込むといった作業が必要になるわけである。
また，マニアェストは，計画期間に対しでも影響を与える。すなわち，マ
ニプエストとの結び付きを重視すると，首長の任期と計画期間が無関係であ
るわけにはいかないことになる。例えば，三鷹市では，基本計画の計画期間
をこれまでの 10年から 12年とし，改定時期は市長任期と完全に一致させて
4年ごととし，並行して改定・策定する却を超える主要な個別計画も同様
であるとされている。これは，マニブエストが l期4年の政策と目標が中心
となるため，都市計画道路整備や下水道更新といった都市のインフラ整備な
どの長期的な課題が掲げられ難いことから， 12年間の総合計画とすれば， 4 
年間の実現目標に加えて，財政の見通しも踏まえた長期的・総合的なまちづ
くりのビジョンと達成目標を示すことができるからである 18)。
(2) 自治基本条例の内容と制定状況
総合計画の変容とともに，ニセコ町のまちづくり基本条例そ出発点に，近
年，自治体において自らの自治体のあり方を条例という形で明らかにする自
治基本条例の制定が進んでいる19)。鎌倉市では，総合計画策定に続き，自
治体基本条例案策定にも市民参加が行われており，参加制度に関して，総合
計画と若干の比較を行うことから，簡単に自治基本条例に触れておく。
自治基本条例の内容には，条例による相違がみられるものの，基本的理念
を規定することや，市民参加のあり方が規定されるという点では，ほぼ共通
した特徴をみてとることができ，その制定においては，市民参加が必須のも
のとなっている加。 iNPO法人公共政策研究所Jのホームページにおいて
は， 2013年4月1臼までの施行条例として，全国で 289の自治基本条例が
あることが紹介されている。都道府県別では北海道で制定されているものが
多く (49)，神奈川はそれに次ぐレベルである (18。埼玉県が 19)。神奈川県の
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ホームページにおいて制定状況 (2012年 5月現在)をみると，県のほかに， 9 
市7町が条例を制定し， 7の市や町でも検討されていると紹介されている。
都道府県では神奈川県が全国で初めて自治基本条例を制定している21)。
また，自治基本条例と総合計画は，単に比較の対象にとどまるのではな
し総合計画が政策の体系であるとすると，両者の結び付きは極めて密接な
ものと考えられる。例えば，数年前に麻生内閣が地域における雇用確保のた
めに行った緊急経済対策のための交付金支出に関して，総合計画はあるが普
段からそれを重んじていないために，総合計画とは全く無関係に事業を笑施
した自治体と，近年自治基本条例を制定してそこに総合計画を規定するとと
もに「事業の計画化と計画事業の予算化」を旨として財政規律を確立してい
るために，あくまで総合計画にこだわって事業を選択した自治体の存在が指
摘されている2)。
ニ 総合計画への市民参加
1 総合計画への市民参加の一般的状況
(1) 総合計画への市民参加の統計的状況
総合計画策定において用いられてきた市民参加制度に関して，日本都市セ
ンターが調査を数回行っている。まず， 2002年に公表された調査報告にお
いて， 1997年に公表された諦査報告との比較が紹介されている23)。表 L
表 2，表3からわかるように，計画策定審議会等への参加が重要な役割を果
たしており，その中で，参加者として，公募による市民の希望者が増加して
きている。
次lこ， 2008年に公表された調査報告書においても，表 lと類似の調査が
行われている24)。表4からは，同様に，計画策定審議会等への参加の重要
性は変わらず，また，参加者として公募による市民の希望者が参加すること
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表 1 基本計商策定・改定における市民参加の方法(%)
基本計画策定・改定における市民参加の方法 2002年 1997年
(1) 計図策定審議会等に地域住民組織の代表者が参加 55.3 
(2) 計画策定審議会等に市民活動組織の代表者が参加 27.5 
(3) 計画策定審議会等に公募による市民の希望者が参加 37.7 
(4) 計画策定審議会等に行政モニターが参加 4.2 
(5) 計画策定審議会等に各種団体の代表者が参加 76.7 
(6) 参加意怠のある市民が全て参加 12.6 
(7) 市長・区長への窓見募集 39.6 
(8) 日頃の苦情や行政相談内容の考慮 20.5 
(9) 市民窓識調査の実施 73.4 
(10) 計隠]素案の市民への公表・パブリック・コメントの笑施* 23.7 
(ll) 市民と行政担当者等によるワークショップの災施 17.0 
(12) 特に行っていない 3.8 
(13) その他 8.2 
(14) 構想・計酒{::策定していない 0.2 
無回答 2.3 
>1< 1997年調王室では， r計図言語言語の市民への公表Jのみ
(出典) 日本都市センタ-w自治体と総合計画j(日本都市センター， 2002年)135頁。
表2 計画策定審議会等に市民活動組織の代表者や
公募による市民の希望者が参加する割合(%)
基本橋怒の策定年
全体 1989年 1990年 1995年
2000年
2001年
以前 ~94年 ~99年 以降
計画策定審議会等に市民活
30.2 5.6 23.5 27.8 33.3 36.7 動組織の代表者が参加
言j-夜!策定審議会等に公募に
38.4 16.7 19.6 20.7 56.4 58.0 よる市民の希望者が参加
(出典) 日本都市センター『自治体と総合計殴.1(日本都市センター， 2002年)136頁。
表 3 計画策定審議会等に公募による市民の希望者が参加する割合(%)
計画策定審議会等に公募に
よる市民の希望者が参加
(出典) 日本都市センター『自治体と総合計図J(日本都市センター， 2002年)136頁。
61.3 
7.8 
3.3 
84.0 
24.0 
18.9 
82.2 
16.2 
3.3 
26.2 
0.6 
無回答
28.6 
57.1 
祭回答
62.5 
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表4 基本計画策定・改定における市民参加の方法(%)
2基本計画策定・改定における市民参加の方法
(1) 計画策定審議会等に自治会・町内会などの地域住民組織の代表者が参加 63.4 
(3) 計極策定審議会等に公募による市民の希望者が参加 63.3 
(4) 計爾策定答議会等に行政モニター が参加 3.2 
(5) 計爾策定審議会等に婦人会・商工会などの各議団体の代表者が参加 81.2 
(7) 市長への手紙・ハガキ等による意見募集 18.4 
(8) 日頃の苦情や行政格談内容の考慮 13.8 
(9) 市民意識調査の実施 80.2 
(10-1) 計図素案の市民への公表 56.0 
(10-2) 計画策案についてパブリック・コメントを実施 60.9 
(13) そのイ也 29.5 
(12) 特に行っていない 1.3 
無回答 1.3 
(出典) 日本都市センタ-w分権君主社会の都市行政と組織改革に関する務査研究~ (日本
都市センター ， 2008年)75頁。
(注) 友側の番号は，表Iに合わせて独自に付したものである。
が多くの自治体で行われていることがわかる。さらに，パブリック・コメン
トもかなり一般的になっていることがわかる。
(2) 総合計画への市民参加の類型
以上のように，計画策定審議会が市民参加において重要な役割iを果たして
きており，公募による参加が増加している傾向がわかったが， ここで興味深
いのは，鳥取県知事であった片山教授による「民主主義とは縁の速い総合計
画j という指摘である25)。つまり，総合計画を策定する場合，審議会等を
設置するが，会議の段取りや進行管理，原案の作成，委員の人選も役人に
よっていること，まずこ，公募制，さらに抽選制が採用される場合でもその数
が限られており， r総合計臨が民意による適切なチェックをほとんど経ない
まま決定される。」という批判である。
計臨策定審議会への市民参加が民主主義の観点からは穣極的に評価し難い
とすると，割合は高くないものの， r参加意思のある市民が全て参加jに分類
される公募型の多人数参加の市民参加が増加していることが注目される26)。
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その典型例は，多くの者によって関心がもたれ，紹介されている三鷹市の第
3次基本計画策定「みたか市民プラン 21会議J(全員公募・パー トナー シツプ方
式)である27)。同様の市民参加制度は，他にも，高浜市28)や浦安市29)などで
行われており，後から述べる鎌倉市の事例も公募に基づく多人数参加型の市
民参加制度である。
もう一つ注目しておきたいのは，調査において独自の項目が設定されてい
ないため，数は不明で、あるが，近年用いられてきた無作為抽出の多人数市民
参加制度である。三鷹市第 3次基本計画第2次改定・第4次基本計画におけ
る無作為拾出型の市民参加がその例である 30)。
以上の市民参加の動向合先に示した市民参加の類型も踏まえつつ，少し確
認しておきたい。わが国において倒をあげ難いものに「協働J型があること
を先に述べた。「パートナーシップ協定jを結ぶ多人数公募型の三鷹市「み
たか市民プラン 21会議」が「協働J型の例としてあげられることもある
が， rパートナーシップ協定」を結んでいるとは言え，同様の内容のもの
は， r討議J型に該当するとも考えられる。従来， r討議J型という類型があ
まり意識されていなかったこともあると思われるが，わが国においては，参
加の類型化には必ずしも大きな関心が示されておらず，特に「討議j型と
「協働j型の区別には無頓着である。先にみた計画策定・改定における市民
参加の方法調査には， i直接民主主義j型の住民投票は存在せず， r意見聴
取J型のパブリツク・コメントぞ加にすると，いずれの類型にも当てはめ難
い参加の程度が弱い方法が多い。以下では， r協働」型とも紹介されること
があるが，ここでの分類では「討議」型として紹介した方が良いと思われる
多人数市民参加制度について，より具体的に検討していく。
2 鎌倉市における多人数市民参加制度の事例
(1 ) 明日のかまくらを創る市民 100人会議
鎌倉市は， 2005年度に終了する第 3次鎌倉市総合計画の前期基本計画を
35 
改定するにあたり， 1明日のかまくらを創る市民 100人会議J(以下，単に
10人会議J)を設置している31)。鎌倉市は，もともと市民参加に消極的なわ
けではなかったが， 1100人会議J設置は，選挙公約を具体化するものであ
り，これまでにない手法であった。総合計画で実施し，見本となることも意
図されていたようである。 1100人会議」と称するが，厳格に 100人という
意味ではなし多人数の参加という意味であり，他方で， 300人 .400人の
参加は難しいことから， 100人となっている。 2003年 10月から委員営募集
し， 11月に委員委嘱式と第 1回全体会議を開催し， 2004年 11月に提言を出
している。 100人を公募で集めようとしたことから 1100人会議Jと称され
ているが，市内に在住，在勤，在学している 18歳以上の者の中から公募に
よって集まった 144人で構成されている。それに，専門委員であるファシリ
テータ-6人が加わり，初期段階においては会議運営のコーディネータ一役
を担い，中盤から後半にかけてはオプ、ザーパー的な関与を?行った。まずこ， こ
れからの市政を担う若手職員 10人L 公募により参加した 7人の職員の計
17人の職員委員が加わった。当初は，世代，性別，地域，テーマをもとに
選考し 1100人会議」の市民委員として委嘱する予定であったが，委員とし
ての活動営希望する市民に優劣はないとの考えに立ち，最終的には市民委員
の絞り込みは行わず， 144人の希望者全員が委員となった。
1100人会議」の中心組織は六つの部会(国深交流部会，歴史風土部会，生活環
境部会，子育て部会，安全安心部会，地域活力部会)であり， 1基本構想、第2章(将
来都市像と将来目標)Jの六つの柱に対応して設置され，それとは別に，市
民委員の有志によって 6部会とは別に横断的に討議する場として，行政経営
ワーキングと市民参画ワーキングの二つのワーキングが設けられた。それぞ
れの部会で討議された内容は全体会で，市民委員全員で確認され，共通認識
のもと基本計画市民素案としてまとめられた。
1100人会議」では， 2003年 12月から 2004年 3月まで当該分野に関する
課題の抽出・整理， 2004年 4月から 6月まで主要課題の選定と対応方策の
検討， 2004年7丹から 11月まで提言に向けたとりまとめが行われ， 11月に
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195頁に及ぶ提雷書が出された。このように 1年をかけて，全体会，部会(分
科会，ワークショップを含む)の形態で開催され， これらの会議の開催総数は約
260回を超えた。具体的には，全体会23囲，第 l部会から第6部会までが
それぞれ， 27困， 20囲， 47回， 36回， 56田，羽田，二つのワーキングがそ
れぞれ， 10回， 8由行われている。提言書提出の後， 2005年5月に lカ月
間，素案に対するパブリック・コメントも行われている。また，市の総合計
画審議会の 17人の委員の内， 2人が市民委員で，総合計画審議会は， 2005年
7月に答申告ケ出している。
(2) 鎌倉市自治基本条例策定市民会議
1100人会議jの「市民参画ワーキングjによる自治基本条例案策定のた
めの仕組みの検討とそれに基づく提言を受け，鎌倉市の実施計画で自治基本
条例を制定することがあげられ，また， 2005年 10月に市と市民の協働で
「市民自治を考える市民ブオーラムjが行われ，このフォーラムをきっかけ
に，市が自治基本条例を制定するための市民の会議を呼びかけた32)0 2006 
年 1月lこ，呼びかけに応じた市民が集まり，そこでの検討を経て， 2006年 5
月に鎌倉市自治基本条例策定市民会議(以下「市民会議J)が発足した。市民
会議の場合にも公募がなされ，会員数は 116人であった33)。数割の参加者
は， 1100人会議Jから引き続き参加しており，特に中心になった者の参加
率が高いようである。また，常持参加していたのは 5割程度のようである。
三鷹市においては，総合計画策定とは異なり，自治基本条例の制定に公募
に基づく多人数参加型の参加制度は用いられていないが34)，鎌倉市におい
ては，自治体基本条例制定を百指して公募に基づく多人数参加型の参加純度
が用いられた。しかし， 1100人会議」と「市民会議」とでは，組織としての
性格はかなり異なると考えられる。それは， 1100人会議」が鎌倉市の要綱
に基づき設置され，その委員も委嘱を受けたものであるのに対して， 1市民
会議」の場合には，鎌倉市の公募という形をとり，事務局も鎌倉市内部に置
かれているものの，鎌倉市と協働で設置され，その意味で鎌倉市とは一定の
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距離を有するものとされ， r市民会議」の設罷は要綱ではなく，会議会期に
よるもので，会議参加者も委嘱を受けるもので、はなかったからである。参加
者の点でも， rlOO人会議」には既にみたように職員参加が意図的に行われ
たのに対し， r市民会議」の場合には，鎌倉市職員の役割は，会場手配や資
料作成などの限定的なものにとどまっていた。
「市民会議jの活動は大きく二期に分かれている。第 l期は， 2006年 1月
からであり， 5月に市民会議が発足し，課題抽出が行われている。第 2期
は， 2007年4月からであり，素案大綱策定作業が行われ，同年 10月に条例
素案大綱(市民討議たたき台)が作成され， 2008年2月からは，全体での討議
を経て， 2009年3月に条例案素案大織が市長に提出されている。素案大綱
提出に至るまでに， 55回の全体会，グループ討議， 56回の策定委員会およ
び合同委員会，市民各撞団体への PI活動，フォーラムの開催など多くの会
合が関かれ，時間がかけられている。
参加者は六つのグループに分かれ，康長，副座長を選挙で選んで議論し，
グループごとに意見をまとめている。さらに，それらの各グループの意見
は，各グループ座長，副座長により設けられた策定委員会に反映され，そこ
で再議論され，条例素案の大綱の案としてまとめられ，会員の全員が参加す
る全員会議で最終決定されることになった。このように，条例素案の大綱づ
くりは，グループ討議，策定委員会の審議，全体会での承認という三層構造
で進められたが，策定委員会から討議のテーマやその内容，考え方が具体的
に提案されるや，特に全体会での議論は時に紛糾するようになり，それをケど
のように解決するかが課題となった。
このような状況もあり，先の条例案素案大綱とは別に，内容を異にする
「少数意見」とされた条例素案が有志 16人，賛同者 2人によって有志案とし
て提出されている。さらに， これとは別に，会議運営の問題点を指摘しつ
つ，もう一つの条例素案が共同提案，賛同者一同 13人で提出されている。
以上のように，条例案素案大綱が市長に提出されているものの，その内容
に反対する一定数の者が存在し，最初の有志案を提出した者からは，会則に
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おいて， 1本会の会議の議決は，全会一致を原則Jとし，ただし書きとし
て， 1やむを得ない場合には，出席者の過半数以上の同意j としているにも
かかわらず，この要件を充たしていないのではないかも問題とされている。
なお，市長が2009年 10月に交代した関係もあり，自治基本条例の制定は
否定されないが，積極的に進めることもされずに，今日でも制定に至ってい
ない。
3 多人数市民参加制度の評価
(1 ) 公募と無作為始出に基づく多人数参加型の参加制度の異同
1)理念
上記でみてきた公募に基づく多人数参加型の参加制度とは別に，討議民主
主義に基づく参加制度として，無作為抽出に基づく多人数参加型の参加制度
が存在するが，公募に基づく多人数参加型の参加制度も，理念的には， これ
とかなり共通した関心を有した制度であると考えられる。すなわち，従来は
参加できる者の範囲が狭かったが，それにとどまらない範囲の市民の参加を
確保し，また，参加者間の討議に重点を置いた参加制度と言うことができ
る。
また，計画策定への参加手法として考えてみた場合， 1みたか市民プラン
21会議」の市民参加が「白紙からの市民参加」と称されたように， 1100人
会議」の場合にも，計画策定へのより早い段階での参加として積極的に評価
できる。
2) 討議の期間
市民討議会方式の参加制度と比較した場合，無作為抽出か公募かという相
違以外にも，それに関連した無視できない違いがある。一つは，討議の期間
である。 ドイツの計岡細胞会議や，英米におけるその類似の制度である市民
陪審の場合， 4"-'5日閤の開催であることがー殻的であるが，わが国の市民討
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議会の場合には， 2白関であることが多い。例えば，先にも触れた三鷹市の
第4次基本計画における無作為抽出型の市民参加においては， 1800人を無
作為抽出し， 110人から参加の承諾そ得て実施され， 1日目 98人， 2日目 94
人が参加し， 4テーマ 18グループに分かれ， 2日間で 5田の話し合いを行っ
ている。また，結論を出すわけではない点でこれらの制度とは異なるが，
「討議型(討論型)世論調査j といったものが存在する。イギリスやアメリカ
のような 2泊3日での実施ではなく，藤沢市においては総合計画に関して 1
司で実施されている 35)。
他方で，鎌倉市の rlOO人会議」では，長嬬間にわたって，相当回数の会
議が開催されている。参加者の負担という点では，かなり相違があると言え
る。鎌倉市による参加者へのアンケートの結果(間 8)では36)，全体会，部会
等の開催が約 150田，分科会を含めると 300間を超えていることに関連し
て， rーから提言をまとめるためには，やむを得ない開催日数だったと思う。j
がり人 (51%) と最も多く， r議題の事前局知など，もう少し効率的に議論
を行えば，少ない田数でまとめられたと思う。Jは， 29人 (35%)にとどま
り， r期聞が 1年間しかなし部会等の開{窪田数が少なし十分な検討がで
きなかった。Jという意見も 7人(8%) と少数ながら存在する。
市民討議会において期間が摂定されているのは，素案段階からの参加を目
的とする公募に基づく多人数参加型の参加制度とは異なり，ある程度特定さ
れた対象の案・選択肢が前提となっているからであると考えられ，その点で
は，公募に基づく多人数参加型の参加制度の方がより徹底していると評価で
きるが，参加意欲への影響も否定できない。
もっとも，討議民主主義に基づく参加制度においても，市民議会 (Citizen
Assembly)のように，同様に長期間にわたって，棺当回数の会議が開催され
るものがないわけではない37)。わが閣においても，自治基本条例に関する
ものであるが，東村山市が「自治基本条例策定市民会議」を無作為抽出，公
開抽選によって， 120人をメンパーとしてスタートし， 2011年 10月30日か
ら2013年3丹 17日までの約 1年半開催した。日曜日(一部こと隠日)の午前 10
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時から正午まで， 18回開催しているが，こういったものは珍しいと思われ
る。
3) 報酬
もう一つ報醗iの支払いという相違もある。市民討議会のモデルとなってい
るドイツの計画細胞会議や英米の市民陪審の場合，報酬が支払われ，また，
自治基本条例に関するものであるが，新宿区では区民討議会が行われ，参加
者には， 2日間で 1万2000円が支払われている。先の藤沢市の討議型(討論
裂)世論調査でも， 5000円の謝金が支払われている。
他方で，鎌倉市の場合，交通費支給も含め，無報酬のボランティアとなっ
ており，公募に基づく多人数参加型の参加制度においては，無報酬のボラン
ティアとする場合が多いようである。アンケートの結果(隠 14)では，無報
酬のボランティアであることに関して， 1委員としての活動，成果に見合う
十分な報舗を支払うべきだ。」は 5人(6%)にとどまり， 1交通費程度の経費
は支払うべきだ。」も 18人 (21%)にすぎず， 1ボランティア活動としての自
主性を重視し，報酬は不要である。」が 57人 (68%) と多数になっている。
しかし，無報酬のボランティアであることを承知の上での参加者の場合はと
もかく，先の期間の長さと一緒に考えた場合，無報翻のものとすることが，
参加に消極的になる方向へ影響を与え，そのことによって参加者層を限定し
ないかといった懸念がある。
(2) 公募に基づく多人数参加型の参加制度の評価
1) 会議参加者
無作為抽出とは異なる公募型を採用することが，参加者に一定の影響を与
えることは否定できない。まず，公募で， しかも長期間の会議をボランティ
アで参加する意欲のある者を多数集めることは必ずしも容易で、はない。鎌倉
市には，大学教員・文化人も多し市民運動 .NPOの活動も活発のようで
あるが， 1100人会議jの募集に対して，当初50人程度で、あったものを，職員
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表5 公募参加者の年代・性別内訳 が各釈での公募チラシ配布などの PR活
20代 14人 ヲ7% 努 3人女 11人
30代 10人 6.9% 
男 6人
女 4人
40代 22人 15.3% 男 10人女 12人
50代 15人 10.4% 男 8人女 7人
60代 58人 40.3% 男46人
女 12人
70代 24人 16.7% 男 22人
女 2人
80代 1)、 0.7% 男 l人女 0人
言十 144人 100.0% 144人
(出典) 鎌倉市『第3次鎌倉市総合計
画第 2期基本言，.溺.1(鎌倉市，
2006年)202 Jlf。
動を行うことによって参加者を増やした
とのことである。実際に公募に応じた公
募委員には，偏りがみられる。 1100人会
議Jについて，公募委員の構成が，男女
比に関して， 2 (66.7%) : 1 (33.3%)，になっ
ており，また，公募委員の 60歳以上が過
半数であることが明らかになっている。
表5をみると，特に 60歳以上の男性で
半分近くを占めていることがわかる。参
加者の偏りは，男女や年代だけではな
く，地域に関しでも存在している。ま
た，統計上は明らかではないが，参加者
は，比較的教育歴が高い層とも評価され
ており，公募方式を用いた場合には避け難いが，人口統計的な代表性は必ず
しも高いとは苦い得ず，そのことが最終的な報告書の正統性に影響を与える
可能性を有している。
ただい運営における参加者への配慮は注目される。女性の参加を意識し
て，子育て期間中の女性が参加し易いように，保育ボランティアの配置とい
う工夫がしであることは積極的に評価できる。アンケート結果(間 19)でも
「とても良い試みであったと思う。」が 53人 (63%)いる。また，市が決定し
たことではないが，夜間に会議を行うことが多いことも，昼間に仕事をもっ
者が参加できるようにする配慮であり， 1100人会議では委員の都合によ
り，夜間に会議が開催されたことが多かったようです。このことについて，
いかがお考えですか。Jという質問(関 9)に対して， 1夜間がよい。Jが36
人 (43%)，1どちらでも良い。」が 31人 (37%)，1昼間がよい。Jが15%で，
夜間開催に関する否定的評価は多くないと言える。
公募委員以外の専門委員や職員委員に関しでも一言触れておきたい。ま
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ず，専門委員についてである。会議における議論を促進するためには， 1討
議J型の参加制度におけるブアシリテーターの存在に照らしでも，専門委員
としてプアシリテーターが加わることは重要であると考えられる。しかし，
アンケート結果(間 15)においては， 1会議の中で適格なサポートが行われ，
専門性が発揮された。」は 17人 (20%)にとどまり， 1フアシリテーターの役
割iが不明確であったため，十分活用されなかった。」が41人(49%) と最も
多し「ブアシリテーターの必要性は感じられなかった。」も 22人 (26%)い
るといった結果が出ており，ブアシリテーターがうまく機能していなかった
と推測される。わが国において，ブアシリテーターの役割が一般的に知られ
ているとも思われないことから，役割をより明確にすることが必要だったと
考えられる。市職員に関しては，事務局または実態の説明者としての参加と
は異なり，職員委員として参加する場合，テーマに関する賀商に専門的ある
いは責任合もって回答するような立場にはないと思われるので，参加の仕方
には難しいものがある。
2) 会議の運営一一情報提供と独立性
次に，会議の運営についてである。討議民主主義に基づく参加制度を意識
すると，独立性や公正性の確保といったことが重要で、ある。鎌倉市における
素案段措からの参加を目的とする 1100人会議J，さらには行政とはより一
定の距離を置くと考えられる「市民会議Jの場合，その独立性は確保された
と雷える。
ドイツの計画細胞会議や英米の市民陪審の場合，提供される情報について
も会議以前に決定される。ただし，恋意的に情報提供がなされた場合には，
独立性・公正性が確保できないことから，専門家や利害関係者などが提供す
る情報を検討している o 1みたか市民プラン 21会議」においては， 1論点
データ集Jと f基礎用語辞典」の提供という形での情報提供が行われている
が，素案段階からの参加を?目的とする場合，要求した情報が行政から得られ
るとしても，計画細胞会議や市民陪審におけるような第三者による検討は容
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在しない。
1100人会議Jにおける情報の適切性といった点にかかわって， 1行政経営
ワーキンググループj において，シンクタンク職員が，会議の初期段階で
行ったオリエンテーションとしての説明は開題になる。説明内容は市の意向
ではないようであるが，行政の公共性について，参加者から異なる意見が提
出され，討論を通して，変化したようである 38)。シンクタンク職員の説明
は，特定のスタンスに立つものであり，その妥当性には疑問がある。
3) 会議の運営 合意形成
また，グノレープ単位でも 20人程度の参加者がおり，全体となると 100人
にも及ぶことから，合意形成が容易ではないことが想像できる。アンケート
結果においても， 1相反する意見が出されたときの合意形成について，まと
めの段階で混乱が生じた」ことを前提に， 1市民会議における合意形成のあ
り方について， どのようにお考えになりますか。」という笠間(問 11)があり，
f少数意見に配慮する中で，大方の合意で決めるべきであった。Jが50人
(60%)， 1もっとも民主的なノレーノレとして多数決を行い，過半数で決めるべき
であった。」が 13人 (15%)，円分の 2や 4分の 3の賛成による決定等，独自
のjレーノレを決めるべきであった。jが 11人(13%)であった。最初の意見が，
他の二つの意見とどのように異なるかは必ずしも明確で、はないが，自由記入
においては， 1不一致の意見は採用せず一致した意見のみを採用してきた市
民 100人会議の運営は正しかった。Jというものもあり，これに近い運用が
支持されたということではないかと思われる。 fみたか市民プラン 21会議」
においては， 1少数意見を尊重する。決定は全員合意を原則とするが，必要
な時は両論併記とする。但し，迅速な決定等を要する場合は，出席者の 3分
の2以上の賛成でその結論とする。j と意見集約方法を明確化しており，多
人数参加であることを前提にしたノレーノレの事前明確化が必要で、ある。
鎌倉市の場合，最後のまとめに関しては， 1100人会議」よりも，有志案
まで提出されている「市民会議」の混乱が大きいと患われる。その一つの理
44 
自治体の総合計画策定における参加制度と議会
由は，対象の相違ではないかと考えられる。総合計画，自治基本条例のいず
れについても意見の相違はあり得るが，現在，自治体基本条例の方が内容的
により政治的信条にかかわって意見の相違が大きいと考えられる。自治基本
条例の必要性の有無自体から議論があり，掴別的にも，例えば住民投票条例i
を議会との関係でどのように位置付けるかなどについては，議論が大きく分
かれている。そのため， もともと確固とした政治的信念を有する者が一定数
参加している場合には，異なる政治信条を有する議員間の議論に近づき，合
意形成はし難いと患われる。間じ多人数でも，無作為抽出型の方がこのよう
な閤難を回避し易いと考えられる。また，同様の理由から，同じ計画策定で
も，総合計画を対象にしているから公募型が一応可能であるのに対して，
個々の具体的な計画になると，公募型の参加制度を採用することは難しくな
るかもしれない。
4) 参加の成巣と擾数の参加制度
その他，参加の成果と複数の参加制度の存在について触れておきたい。ま
ず，参加の成果として，最終的に 1100人会議Jの提言が計画に反映してい
るかが簡題になる。単に提言を出すだけではなし市内部の総合策定委員と
の懇談会等も行われ，市では 7，8割は取り入れたつもりであるが， 5割も
入っていないという評価も受けており，認識にギャップがあるようである。
次に，参加者や職員にとっての意味である。参加者は，市のことを?知り，さ
らに，別の参加へのインセンティブともなっている。「みたか市民プラン21
会議jの場合，参加者における特徴として， 1初参加メンバーと専門家の活
躍」が指摘されていたが， 1100人会議j の感想文集をみる限りでは， 1100 
人会議」の場合にも，同様の特徴がうかがわれる。他方， r100人会議」は，
職員にとっても初めての経験であり，市民が市のことを知ることとは反対
に，市職員も市民営知る機会になったと考えられる。さらに， この種の参加
制度が，単に参加者だけではなく，広く市民にも意味をもつものにするため
には，その活動営積極的に知らぜることが必要であり，広報等においても，
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そのことは意識されていたと思われる。
次に，計画策定のために複数の市民参加制度が存在することから，ーの箇
所で、触れたような回路の制度設計(複数の参加制度を並列的に行うか，直列的に行
うかといったこと)の問題が存在する。もっとも， 1100人会議」のように，公
募市民が長時間をかけて検討を?行うような場合にそのメリットを活かすため
には，その成果を他の参加制度でも活用できる仕組みが適当と盟、われる39)。
最後の論点として，はじめに述べたような近年における総合計画の変化と
の関係で参加制度のあり方も影響を受けると考えられる。例えば，マニブエ
ストを計画に組み込むことにすると，市民の詰議も白紙からではなしこの
マニアェストを前提にした議論となると思われるからである。
総合計画策定と議会
1 議会議決追加条例と総合計画
自治体の総合計画策定との関係では，まず，議会議決事項の追加条例の制
定が注目される。議決事項の追加条例が制定される場合，その対象として総
合計画があげられることが一般的である。総合計画が，議会議決まで必要と
いう意味において，従来よりも議会による統制が強まり，総合計画がより政
治的な性格を帯びていると言うことができる。
この点、で，片山教授による鳥取県知事当時の総合計画にかかわる議論の紹
介は興味深い。片山教授は，総合計画は県政の指針であるから，それに反し
ではならないとする一部議員の主張に対して，市町村の基本構想、であれば，
地方自治法の規定に基づく地方議会の議決が必要であり，一応民意による
チェックを受けているわけだから，当然なにがしかの拘束力をもっし，自治
体経営の指針にもなるとしつつ，都道府県の総合計画の場合には，地方議会
による議決の必要性もなしそのような拘束力や指針としての性格を有しな
46 
自治体の総合計闘策定における参加制度と議会
いと議論したことを紹介している40)。この議論に従うならば，地方自治法
改正前までの市町村基本構想だけではなく，総合計画を条例で議決事項に追
加した場合にも，その変更は難しくなり，例えば，鳥取県議会が，総合計画
を条例で議決事項に追加した場合には，見直しが難しいことになる。他方，
片山教授は，自治体行政の計画性や議会での議論を重視しており，そうだと
すれば，都道府県の総合計画についても，議会の議決事項にすることは重要
である41)。
2 議会による総合計画の統制
また，議決事項にするか否かにかかわりなし総合計画を議会がどのよう
に統制するかが考えられなければならない。議決事項にするだけでは，議会
による総合計画の統制としては全く不十分である。
先に触れた日本都市センターの 2002年の調査においては， I総合計画」策
定における議会・議員意見の反映方法が調査されていた。最も多くの都市自
治体からの回答は， I計画策定審議会等への議員の参画・参加」で，基本構
想、では281自治体，基本計画では 246自治体から由答があったが， I次回の
計画策定では実施しないj との回答も，幾つかの都市自治体では見受けられ
たことが紹介されている。また， I委員会での検討・報告・意見聴取jが基
本構想、では 68自治体，基本計画では 51自治体，全員協議会での検討・報
告・意見聴取が基本構想、では82自治体，基本計画では91自治体となってお
り，法律上議決を要さない基本計画では，全員協議会等での意見聴取等が中
心のようであると評価されていた42)。
現在では，議会基本条例を制定する自治体が少なくなし議員と首長，議
員間，議員と市民との閤での議論の活性化が目指されている。そして，議会
独自の政策形成が主張されることもある。総合計画営議決事項にした場合，
議決事項に責任をもっ議会が総合計画案に積極的にかかわり，修正案も提出
し，はじめに述べたように，マニアェストと総合計画がリンクしていること
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を前提に，首長が提出したローカノレ・マニアェストを中心とする議会運営や
単なる首長個人の意思ではなく図体の意思である総合計画営基軸に笠間・提
案を行うことが提案されている。自治体政策を総合計画を中心lこして行い，
マニアェストによる首長候補者閤の政策争点も計画記載事業の維持・修正・
廃止・新設をめぐって明確になり，ポピュリズムや劇場型政治を抑制する効
果も生まれるという指摘もある43)。
さらに，三重県議会の新しい政策サイクノレのように，議決を踏まえて議会
として重点項目を明示して，それに沿った総合計画案の作成を執行機関に指
示することや，栗山町議会のように，執行機関案が現状には適合しないと感
じた場合，議会として総合計画について調査研究し，対抗案を提示して，実
質的に計画策定に影響を与えることも考えられる44)。このように，議会が積
極的に総合計画の内容を統制し，計画を修正することが期待されている。議
会による総合計画修正が議論されると同時に，その限界論も議論され，名古
屋市においては，市長と議会との障での機関訴訟へと発展するに至った45)。
先にみた総合計画の議決追加条例とは反対に， 2011年の地方自治法改正
によって，市町村基本構想の議決の義務付けを求める規定が廃止された。し
かし，自治体において，従来と向様のものではないにしても，総合計画が重
要であるとすれば，総合計画をどのように理解し，策定するかは自治体に
とって極めて重要である。議会基本条例で有名な栗山町議会は，早い段階か
ら条例制定の検討を進め，栗山町総合計画の策定と運用に関する条例を制定
した。他にも幾つかの自治体は，基本構想、の議決の義務付けの廃止をケ契機
に，総合計画条例の制定を行っている。今後それらの条例の内容や動向に注
目が必要となっている46)。
おわりに
総合計画に関しては，総合計画自体の重要性が高まり，そのことから，市
民参加の必要性も従来以上に大きくなってきたと考えられる。参加制度に関
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しでも，従来とは異なる方式が採用され出してきており，三鷹市や鎌倉市の
ように，公募に基づく多人数参加の市民参加制度が総合計画策定において用
いられてきた。また，近年では，無作為抽出に基づく多人数参加の市民参加
制度も使われている。公募に基づく多人数参加の市民参加制度は，参加の範
囲を拡大し，討議に重点を置こうとする点で，討議民主主義に基づく参加制
度と共通する点も少なくなし積極的に評価できる。他方で，公募に基づく
多人数参加の市民参加制度は，討議民主主義に基づく参加制度である無作為
抽出に基づく多人数参加の市民参加制度と比較すると，制度設計や運用に
は，工夫が必要であると考えられる。公募の場合には，参加者の煽りを避け
難しまた，素案からの参加によって独立性を確保できる一方で，情報提供
の仕組みゃ決定の仕方には記慮が必要であるからである。さらに，総合計画
ではなく，自治基本条関のように現在政治的対立があるようなものを対象と
するときには，参加者間の合意形成は相当に厨難である可能性がある。議会
においても，議会基本条例や総合計画条例の制定のような新しい動向があ
り，マニアェストなどによる総合計画の変化を前提に，総合計画に対する議
会統制の強化を考える必要がある。
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〔付記1] 本稿は，自治体問題研究所「新しい時代の地方自治像研究会」におけ
る研究成果の一部である。
〔付記2J タスクの責任者である三重大学・樹神成教授の関心により，テーマの
ーっとして，総合計画策定への市民参加が設定され，鎌倉市において，当時
の兵藤芳朗副市長や職員の皆さん， 1100人会議Jの議長であった橋爪幸臣氏
や，中心的メンバーであった増田行治氏，柳下実氏からヒアリングをさせて
いただきました。ヒアリング、へのご協力にお礼を申し上げます。
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